
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成長産業特区における税制のご案内 

 

 
市内の成長産業特区に企業が進出した場合、大

阪府との連携により、地方税（府税・市税）が

最大ゼロ（※）に！ 

市内移転等、所定の要件により軽減内容が異なります。  

   

 

茨木市内の特区税制対象区域  

彩都西部地区  

大阪大学吹田

キャンパス  

（茨木市域）  

東芝大阪工場

跡地  

新名神高速道路  

（茨木千提寺 I C）  

国道１７１号線  

名神高速道路  

JR 東海道本線  

阪急京都線  

大阪モノレール  

近畿自動車 道  



 

 

○成長産業特区に進出し、成長産業事業計画の認定を受けた事業者に対し、対象と
なる市税の軽減措置を行います。  

 

【対象区域】  

 彩都西部地区、東芝大阪工場跡地、大阪大学吹田キャンパス（うち茨木市域）  

【対象税目】  

法人市民税・固定資産税・都市計画税  

【対象事業】  

「ライフサイエンス分野」「新エネルギー分野」関係事業、または両分野を支援する事

業で、大阪府の特区事業計画の認定を受けた事業  

【軽減内容】  

特区に新たに進出する場合、５年間ゼロ＋５年間１／２（最大の場合）  

 （市内からの移転等の場合、従業者数の増加割合等により軽減内容が異なります。）  

【事業計画の認定方法・期間】  

方法：事業者作成の「成長産業事業計画」について市長が認定します。  

（事業計画については、令和８年３月３１日までに大阪府知事から認定を受ける必要が

あります。）  

期間：平成２８年４月１日～令和８年３月３１日  

【軽減措置を受けるための手続き】  

 事業計画の認定を受けた事業者が、毎年度、実績報告書を市長に提出し、報告内容に基

づき市長が決定をした割合に応じて市税を軽減します。  

 

  

                     
                   

成長産業特区税制の概要について 

【お問い合わせ窓口】  

茨木市  産業環境部  商工労政課  
〒５６７ -85０5 大阪府茨木市駅前三丁目８番１３号（本館７階）  

TEL ０７２－６２０－１６２０   FAX ０７２－６２７－０２８９  
e-mail：kigyousien@city. ibaraki. lg.jp 

事業計画認定までの流れ  

事業者が事業計画を作成  

大阪府に申請・府が認定（※）  

府認定後、茨木市に申請  

※各項目についての詳細は、下記窓口までお問い合わせください。  

市長が事業計画を認定  

※詳細は大阪府担当課にお問い合わせください。  

 

軽減措置までの流れ  

事業者が実績報告書等を提出（※）  

市長が報告内容を確認  

※各事業年度終了後等に報告の必要があります。  

市長が軽減割合を決定  

対象年度の市税を軽減  


